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AI Artificial Intelligence    人工知能 
ABM Anti-Ballistic Missile    弾道弾迎撃ミサイル（条約） 
BWC Biological (Toxic) Weapons Convention 生物（毒素）兵器禁止条約 
CCM Convention on Cluster Munitions  クラスター弾条約 
CCW Convention on Certain Conventional Weapons 特定通常兵器使用禁止削減条約 
CTBT Comprehensive Test Ban Treaty  包括的核実験禁止条約 
CVID Complete, Verifiable and Irreversible Dismantlement  完全かつ検証可能で不可 
逆的な非核化 
CWC Chemical Weapons Convention  化学兵器禁止条約 
FMCT Fissile Material Cutoff Treaty  兵器用核分裂性物質生産禁止条約 
JCPOA Joint Comprehensive Plan Of Action 包括的共同作業計画 
IAEA International Atomic Energy Agency 国際原子力機関 
ICAN International Campaign to Abolish Nuclear Weapons   核兵器廃絶国際キャン 
ペーン 
ICBM Inter-Continental Ballistic Missile  大陸間弾道ミサイル 
INF Intermediate-range Nuclear Forces  中距離核戦力（全廃条約） 
IPNDV International Partnership for Nuclear Disarmament Verification  核軍縮検証の 
ための国際パートナーシップ 
MBT Mine Ban Treaty    対人地雷禁止条約 
MD Missile Defense    ミサイル防衛 
NATO North Atlantic Treaty Organization  北大西洋条約機構 
NFU No First Use    第一（先行）不使用 
NGO Non-Governmental Organization  非政府組織 
NNSA National Nuclear Security Administration 国家核安全保障局 
NPR Nuclear Posture Review   核態勢見直し 
NPT Nuclear Non-Proliferation Treaty  核不拡散条約 
NWFZ Nuclear Weapon Free Zone  非核兵器地帯 
OPCW Organization for the Prohibition of Chemical Weapons  化学兵器禁止機関 
RRW Reliable Replacement Warhead  高信頼性代替核弾頭 
SALT Strategic Arms Limitation Treaty  戦略兵器制限条約（交渉） 
SLBM Submarine Launched Ballistic Missile 潜水艦発射型弾道ミサイル 
SLCM Submarine Launched Cruise Missile  海洋発射型巡航ミサイル 
SORT Strategic Offensive Reductions Treaty 戦略攻撃能力削減条約 
START Strategic Arms Reduction Treaty  戦略兵器削減条約 
TPNW Treaty on the Prohibition of Nuclear Weapons  核兵器禁止条約 










2020 年 10 月 24 日、50 カ国目となるホンジュラスの批准書寄託を受け、核兵器禁止条約
（TPNW）の発効（2021 年 1 月 22 日）が確定した。「核兵器使用の壊滅的な人道上の影響
を焦点化した世界的運動の集大成」であり、「核兵器全面廃棄への価値あるコミットメント」





















                                                     
2  United Nations, “UN Secretary-General's Spokesman - on the occasion of the 50th ratification of the 


















 来る第 1 回締約国会合6においては、TPNW にいっそう強固な実効性、妥当性、正当性を
与えるべく、こうした不備や曖昧さの解決に向けた議論が進展することが期待される。それ
は同時に、今後の条約締約国拡大に向けた大きな貢献となるものである。一度の会合で結論
がでないことも当然ありうるが、この第 1 回会合が、今後の TPNW プロセス――原則とし
て 2 年毎の締約国会合および 6 年毎の検討会議が繰り返される――の方向性を一定程度示
すものになることは間違いない。公式あるいは非公式の専門家委員会や諮問委員会の設置
など、会議間における活動についても決定がなされると考えられる。そのような決定が今後
の TPNW の方向性や核軍縮全般に影響をあたえうる。 
 以下、締約国会議の重要課題として、条約の普遍化、検証問題、条約の解釈をめぐる問題




                                                     
4 TPNW の条約交渉の経緯や条約の内容、意義については、RECNA Policy Paper No. 6 「核兵器禁止条
約採択の意義と課題」（2017 年 8 月）を参照のこと。https://nagasaki-
u.repo.nii.ac.jp/?action=pages_view_main&active_action=repository_view_main_item_detail&item_id=24
88&item_no=1&page_id=13&block_id=21 
5 2019 年 7 月 12 日、スウェーデンのウォールストローム外相は、専門家を交えた国内議論の結果とし





6 2021 年 12 月のウィーン開催が検討されているとの国連軍縮担当上級代表の中満泉事務次長の発言が報
道されている。2020 年 12 月 17 日、長崎新聞。 
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約第 12 条はこの点について締約国の努力を求めている。 
それでは現状はどうだろうか。2021 年 1 月 10 日現在、TPNW の署名国は 86 カ国、批
准国は 51 カ国である7。核保有国及び「核の傘」国家のいずれもが署名、批准していないこ
とは既に述べた通りであるが、核兵器依存政策をとらない非核兵器国がおよそ 150 カ国存





表 1．地域別の署名国・批准国数/割合（2021 年 1 月 10 日現在）（割合は四捨五入） 
地域 国の数 署名国数（割合） 批准・加入国数（割合） 
アジア 21 13（62％） 6（29％） 
大洋州 16 7（44％） 9（56％） 
北米 2 0（0％） 0（0％） 
中南米 33 26（79％） 19（58％） 
中東 16 1（6％） 1（6％） 
アフリカ 54 32（59％） 10（19％） 








止条約」は、2020 年 12 月 7 日の本会議にて賛成 130、反対 42、棄権 14 の賛成多数で採択
                                                     




























 冒頭に記した条約第 6 条 1 項（b）にあるように、第 1 回締約国会合から詰めていくべき
中心的議題の一つが、核軍縮検証に関する具体的な制度の確立である。条約は第 4 条にお
いて、現在核兵器を保有する国が条約に参加をする際の手順を規定しているが11、当該国の




9 会合は 2015 年 4 月までに 3 回にわたって開催された。2018 年 12 月 5 日に採択された国連総会決議
73/71 により 2020 年 4 月の第 4 回会合が決定していたが、コロナ禍による NPT 再検討会議の延期に伴
い未開催である。https://www.un.org/en/ga/search/view_doc.asp?symbol=A/RES/73/71 
10 Edith M. Lederer, “U.S. urges nations to withdraw from UN nuke ban treaty,” Associate Press, October 
22, 2020. https://apnews.com/article/nuclear-weapons-disarmament-latin-america-united-nations-gun-
politics-4f109626a1cdd6db10560550aa1bb491 






























験や知見を共有できれば、それはまさに NPT と TPNW との相互補完・補強関係の確立に
向けたプラットフォームづくりの一環となり、現在の国際社会に横たわる各国間の深い溝
                                                     
「加入してから廃棄する」（第 4 条 2 項）の二通りを示している。 
12 Patton, Tamara, Philippe, Sebastien & Mian, Zia, “Fit for Purpose: An Evolutionary Strategy for the 
Implementation and Verification of the Treaty on the Prohibition of Nuclear Weapons,” Journal for Peace 





































                                                     
14 Stuart Casey-Maslen, The Treaty on the Prohibition of Nuclear Weapons: Commentary, Oxford 
Commentaries on International Law, Oxford University Press, 2019, pp.154-158. 
15 融資に関する明示的な禁止を提唱してきたキューバは、自国の条約批准書寄託に際し、第 1 条 1 項
（ｅ）の禁止条項には融資が含まれるとの見解にあらためて言及した。 


























 来る第 1 回締約国会合では、条約をめぐる最大の難問と言える核軍縮検証の在り方をめ
ぐって議論がスタートする。問題の解決に向けては、条約の非締約国を含めた、核保有国と
非核保有国の協力が不可欠となる。それは TPNW の強化という目的に資するだけでなく、
NPT が掲げる国際的な核軍縮・不拡散の強化に繋がるものであり、NPT と TPNW の 2 つ
のプロセスが並走する時代において、両者の相互補完・補強関係を確立していく極めて有益
な取り組みとなる。核を持つ国、持たざる国の間の深い溝に橋渡しする役割も担うものとな
                                                     
17 Richard Tanter, “Hope Becomes Law: The Treaty on the Prohibition of Nuclear Weapons in the Asia 
Pacific Region,” A Working Paper prepared for the 75th Anniversary Nagasaki Nuclear-Pandemic Nexus 
Scenario Project, October 31-November 1, and November 14-15, 2020. 






























                                                     









1. 人権人道条約としての TPNW 
 





















                                                     
21 Singh, Nidhi, “Victim Assistance under the Treaty on the Prohibition of Nuclear Weapons: An 
Analysis,”  Journal for Peace and Nuclear Disarmament, 2020, VOL. 3, NO. 2 pp.265-266 
22 Docherty, Bonnie, “From Obligation to Action: Advancing Victim Assistance and Environmental 
Remediation at the First Meeting of States Parties to the Treaty on the 
Prohibition of Nuclear Weapons,” Journal for Peace and Nuclear Disarmament, 2020, VOL. 3, NO. 2, 
p.255 
23 Singh, p.266 




































                                                     
E6%AD%A2%E6%9D%A1%E7%B4%84%E3%80%8D/ 
25 Singh pp.268-269 
26 CCM 第 6 条 7 項参照。 





































                                                     
28 Singh, p.272 
29 広瀬 訓 「発展の権利から人道支援権へ」 横田洋三／山村恒雄編 『現代国際法と国連・人権・裁




















るのか、確信が持てないというのは大きなマイナス材料である。もちろん第 7 条 6 項は核
実験を実施した国にその被害の回復に関する義務を課してはいるものの、実験を実施した








び文化的権利に関する国際規約（社会権規約）の第 2 条 1 項では「権利の完全な実現を漸
進的に達成する」とされている32。この漸進的なアプローチは、当然 TPNW の被害者援助
に関する条項にもあてはまる33と考えられる。 
                                                     
30 広瀬 訓「国際社会における新しい人権保障の可能性」 秋月弘子・中谷和弘・西海真樹編 『人類の
道しるべとしての国際法』 国際書院 2011 年 173 頁 
31 同上 173－174 頁 
32 このようなアプローチは日本国憲法の社会権の実施における「プログラム規定」という解釈と同様であ
ると考えられる。広瀬「発展の権利から人道支援権へ」217 頁 
33 Docherty, pp.262-263 
13 
 






 一方軍縮条約においては、生物（毒素）兵器禁止条約（BWC、1975 年発効）が第 7 条に
おいて条約に反する生物毒素兵器の使用により締約国が危険にさらされるような事態が発
生したと国連安全保障理事会が認定した場合の締約国の援助の義務を定めている。また化









条約（MBT、1999 年発効）や CCM では締約国に自国の管轄下にある被害者に対して援助
を提供する責任を規定している34。これは一義的には被害者を抱える国に被害者への援助に
ついて一義的な責任を負わせるという意味であるが、MBT や CCM では同時にそのような
責任を負わされた国々が必要な支援を要請し、受け取る権利も規定しており35、二義的には
すべての締約国が被害者の救済において一定の責任を負っていることを明確にしている。
しかし、いずれの条約も「援助を提供できる場合には」（in a position to do so）という条件
が付けられており、締約国に対し一律に一定の援助を提供するように明確に義務を課して
いるわけではない。そしてこの可能ならば援助を行うという規定は TPNW の第 7 条にも踏
襲されており、その点では締約国が負っている被害者援助の義務に比べ、国際的な援助の提
供が明確に義務化されていないという点ではややバランスが悪いと言える。 
さらに MBT や CCM の場合、自国の管轄下にある被害者への援助や違法な兵器の除去、
処理に責任を負う締約国自身がそのような兵器の保有、使用および犠牲者の発生に関与し
ているケースも少なくないと考えられる。しかし、TPNW の場合、核爆発の被害を受けた
                                                     









ことは、核爆発を実施した国が TPNW に参加し第 7 条 6 項に基づいて責任を果たすまで
は、MBT や CCM の締約国以上に自国の負わされた責任と国際社会から得られる協力の間
に大きなギャップを感じるようなる可能性は否定できない。 




























                                                     














は TPNW への参加を否定しており、近い将来 TPNW に加わる可能性は低い。しかし、






















                                                     
37 CTBTO Country Profile the United States of America,  https://www.ctbto.org/the-treaty/country-
profiles/?country=184&cHash=e699720b55370091ef3ccec4ebed45d2 










この原稿の執筆時点（2021 年 1 月 10 日）では、バイデン政権はまだ発足しておらず、バ






















                                                     
39 “Biden and the Bomb,” Arms Control Wonk (March 26, 2020). 
<https://www.armscontrolwonk.com/archive/1209161/biden-and-the-bomb/>  
40 Remarks by the Vice President on Nuclear Security (January 11, 2017). 
<https://obamawhitehouse.archives.gov/the-press-office/2017/01/12/remarks-vice-president-nuclear-
security>; Andrew Roth, “How Joe Biden’s cold war experience will shape his approach to Russia,” The 
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 トランプ政権が 2018 年 NPR で提唱した補完的能力であるいわゆる低出力核がどう扱わ
れるのかも注目される。トランプ政権は、ロシアによるいわゆる escalate to de-escalate 戦
略60に対抗するため、少数の既存の SLBM の核弾頭の低出力化と、新たな核搭載型の海洋発
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述べており63、既に 2019 年末に配備されたとされる SLBM 用の低出力核弾頭（W76-2）を




 冒頭で述べたとおり、バイデン政権の発足から 16 日後には、新 START の期限が到来す
る。新 START は、第 14 条 2 項に基づいて、最大 5 年間まで延長が認められている。トラ








政権が、発足直後に新 START を延長することは確実であろう65。 
 問題は、新 START が延長されたとしても、新 START の最終的な期限が到来する 2026
年 2 月までに、後継の軍備管理はどうあるべきか、また、後継の軍備管理に合意できるのか
ということである。トランプ政権が 3 つの条件を新 START の延長と紐づけたことは批判
されたが、3 つの条件の内容そのものについては超党派で支持があり、バイデン政権もその
内容を追求することとなろう。特に中国に対する米国の厳しい見方は超党派で支持があり、
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６ CTBT と核実験 
 




准には上院の 3 分の 2 以上の議員の賛成を要するので、実際に批准が実現することは困難
であろう。 
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JCPOA の義務を履行するのであれば、バイデン政権は JCPOA に復帰するとしてきた69。
したがって、バイデン政権が、その復帰の方法は別として、いずれかの時点で何らかの方法
で JCPOA に復帰することは確実であろう。今後注目すべき問題は、バイデン政権が、上記
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1995 年、2000 年、2010 年の３回のみである。 
 
２. NPT 下における乏しい核軍縮の成果 
 
 米・旧ソ連両国は NPT 署名の日に「戦略兵器制限交渉（SALT）」の開始を宣言し、1972
年に「弾道弾迎撃ミサイル条約（ABM 条約）」と「SALTⅠ暫定協定」に合意し、1979 年に
は「SALTⅡ条約」に合意している。1987 年には中距離核戦力全廃条約（INF 全廃条約）」
に合意し、「戦略兵器削減交渉（START）」においては 1991 年に「START 条約」に、1993
年には「STARTⅡ条約」に合意し、さらに 1996 年には「包括的核実験禁止条約（CTBT）」
に合意している。2002 年には「戦略攻撃能力削減条約（SORT 条約）」に合意し、さらに
2010 年には「新 START 条約」に合意している。 





その実施予定期日を過ぎており、CTBT は署名から 25 年経過しているがいまだに発効して
いない。 









われてきたが、２本の無期限の重要な条約である ABM 条約と INF 条約は米国により一方
的に破棄されており、唯一の多国間条約である CTBT は未発効の状況であり、NPT の下に
おける核軍縮の成果はきわめて乏しいものであると結論せざるを得ない。 
 




















































であるが、英語ではともに humanity であり同一の概念である。 
 












































彼らの主張の中心は TPNW が NPT 体制を毀損するというものである。さらに TPNW は
核兵器を１つも削減しないので意味がないとか、この条約は検証を備えていないので役に
立たないとかさまざまな批判が出されてきた。 
 これらの TPNW 反対論者がここまで強烈に反対する根本的な理由は、彼らの核兵器国と
しての地位を確固としたものと彼らが考えている NPT 体制が弱体化することへの不安で
ある。TPNW が定めている義務は核兵器関連活動の禁止であって、NPT に参加している非
核兵器国はそれらの義務をすでに NPT の下で義務付けられているのであり、TPNW の締
約国になることで、さらに配備の許可の禁止とか、核兵器の使用または使用の威嚇の禁止な
ど一層の義務を負うことになる。 
 したがって、彼らにとっては NPT よりも広い禁止を定める TPNW に入ることは、NPT
の下における義務を逃れさせるものではない。そういう状況において TPNW の締約国とな
った多くの非核兵器国が、集団で NPT から脱退するという事態が TPNW 反対国から危惧
されたのである。 
 NPT 脱退国は TPNW の下で NPT に含まれる義務以上の義務を引き受けることになる
ので、それらの諸国にとっては義務は削減されるのではなく増加する。この側面だけをみる
ならば何ら問題がないという考えもありうる。 






 これに対して条約推進国による交渉における議長の第１草案では、第 19 条「他の協定と
の関係」において「この条約は、核不拡散条約に基づく締約国の権利および義務に影響を与
えるものではない」という規定を含んでおり、NPT を明確に尊重する姿勢を示していた。 





 これは、TPNW が NPT を毀損するとして激しく TPNW を非難する核兵器国および核同
盟国に対して、NPT を毀損することなく十分尊重するという TPNW 推進国の意思が示さ
れているものである。 
 




 TPNW に反対する諸国は、TPNW は現在の国際社会において核兵器および核軍縮に関す
る基本的条約である NPT 体制を毀損し、国際社会に分裂と対立をもたらすものであると述
べ、TPNW の存在を受け入れることなく、きわめて強硬な反対の姿勢を示している。他方、

















































 2020 年から始まった新型コロナ感染症の拡大（パンデミック）は、2021 年になっても
衰える様子をみせていない。パンデミックにより、核不拡散条約（NPT）再検討会議は





















                                                     
72 RECNA, Asia Pacific Leadership Network for Nuclear Non-proliferation and Disarmament (APLN), 
Nautilus Institute, “Pandemic Futures and Nuclear Weapon Risks: The Nagasaki 75th Anniversary 
Pandemic-Nuclear Nexus Scenarios”, 17 December 2020. https://www.recna.nagasaki-
u.ac.jp/recna/bd/files/75_Nagasaki_final_report_20201217.pdf  
73 Henry A Kissinger, “The Coronavirus Pandemic Will Forever Alter the World Order”, The Wall Street 














団感染が発生し 1 人が死亡する事件が起きた75。2020 年 11 月には、米海軍艦誘導ミサイ




 そういった中で、核軍縮の分野において、昨年 10 月 24 日に核兵器禁止条約（TPNW）
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 以上の 4 つのシナリオに基づき、ワークショップでは、どのシナリオに対しても有効な







ネットワーク拡大、核ホットラインの設置など 7 つの提言。 




 これらの中から、パンデミックの教訓から得られた核軍縮分野への重要な提言を 3 点紹
介する。 
 

















































































































































































































                                                     
85 たとえば、インド・パキスタンによる地域的核戦争による影響を分析したものとして以下が代表的な論
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について分析している。 
87 長崎大学の「プラネタリーヘルス」についての説明は以下 
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被爆 75 周年の今年、 



































「被爆から 75 年 長崎からのメッセージ」にも、このユースメンバーの志にも、長崎な
らでは大きな潜在力を感じないだろうか。本稿の冒頭で引用した長崎大学の理念の中には、
そこでも引用したように、「出島を介した『勉学の地』としての誇りと『進取の精神』を受
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